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1. はじめに 
総務省（2016）によると、2015 年における日本の電子商取引市場規模（BtoC）
は、13 兆 7,746 億円であり、前年比 107.64％の伸びを示している。また、全取
引に占める電子商取引の割合である EC 化率は 4.75%と 2014 年の 4.37%に対し
て上昇を示している。こうした動きを後押ししているのが、スマートフォンの普
及である。スマートフォンによって我々の購買環境は大きく変化している（Rigby, 
2011）。とりわけ、スマートフォン・アプリは個別化されたコミュニケーションを
可能にするだけではなく、より手軽で利便性の高い購買環境を提供し、実店舗へ
の送客を意図したプロモーションの展開やオンラインと実店舗の間のシームレス
な購買経験を提供するための各種サービスの提供を可能にしつつある。 
購買に利用される数多くのチャネルやタッチポイントを相乗的に管理し、顧客
の購買体験とチャネル・パフォーマンスの最適化を図るための戦略をオムニチャ
ネル戦略と呼ぶ（Verhoef, Kannan, & Inman, 2015）。オムニチャネル戦略は定
着しつつあるとされるが（総務省, 2016）、その中にはさまざまな活動が含まれて
おり、企業の取り組み内容はさまざまである。 
多くの活動がある中で、近年、大手企業を中心に積極的な取り組みがなされて
いるのが、オンライン注文店頭受け取り（Online Order/In-Store Pickup: OOIP）
である。ヨドバシカメラやセブンイレブンによる展開は広く認知されているとこ
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ろであるが、その成功要因や成果については十分に理解されていないのが現状で
ある。 
本研究の目的は、オムニチャネル戦略としてのOOIP に着目し、既存研究のレ
ビューを通じてその成功要因および成果について整理することである。以下第 2
章では OOIP を含めた企業のオムニチャネル展開の実態を捉える。第 3 章では
OOIP を中心的に取り扱う研究をレビューし、その成功要因や阻害要因、成果に
ついてまとめる。第 4 章では、オムニチャネル研究の中でOOIP を扱う研究を取
り上げ、その成功要因や成果について整理する。最後に第 5 章において、OOIP
の成功要因と期待される成果について整理し、今後の展開における課題を述べる。 
 
2. オムニチャネルの取り組み実態 
 (1) 大手小売企業が展開するオムニチャネルの現状 
エスキュービズム・テクノロジー（2014）が、大手小売企業 24 社を対象にオ
ムニチャネルの実態調査を行っている。調査の結果、24 社中 9 社（全体の 38％）
がオムニチャネルに取り組んでおり、9 社全てが実店舗、SNS、EC サイト、企業
サイト、およびモバイルサイトをチャネルとして活用していた。 
オムニチャネルの重要な施策の一つとしてポイントプログラムの共通化が挙げ
られるが、実店舗と EC サイトでポイントプログラムを共通している企業は全体
の 29％に留まった。また、OOIP に関する状況として、EC サイトやモバイルサ
イトで購買して倉庫から発送するという形態を導入する企業が最も多く（EC サ
イト・倉庫発送：9 社、モバイルサイト・倉庫発送：10 社）、EC サイトやモバイ
ルサイトで購買し、当該店舗の商品をその店舗で引き渡すという形態を導入する
企業はやや少なかった（EC サイト・店舗受渡し：7 社、モバイルサイト・店舗受
渡し：8 社）。 
今後導入を検討している形態として最も多かったのは、店舗・EC サイト・モ
バイルサイトで購買した商品を倉庫から発送するという形態であり（それぞれ 10
社）、次に多かったのは、店舗で購買し他店にある在庫を発送するという形態（6
社）であった。さらに、企業がオムニチャネルに取り組んだことによって得られ
る効果に関して、顧客の満足度や来店頻度、購買頻度が向上するという回答が最
も多かった。 
これらの調査結果から、複数のチャネルを持ちオムニチャネルを導入する小売
企業は、顧客満足や売上の増加という観点から見ると、一定の成果を収めている
ように見なせる。しかしながら、OOIP について十分な取り組みはなされておら
ず、顧客の間でもOOIP の利用は浸透していないのが現状である。そうした現状
を背景として、OOIP の積極的導入による成果は依然として不透明なままである。 
 
 (2) アパレル企業が展開するマルチチャネルの現状 
大瀬良（2014）は、日本の代表的なアパレル企業 5 社のオンラインショッピン
グ担当者を対象として質問誌調査の結果を報告している。調査の結果、5 社全て
が EC サイトを開設しているが、オムニチャネルの取り組みに関しては違いが認
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められた。例えば、共通クーポンの使用などによる送客活動の実施、ポイント制
度の共通化、および会員制度の共通化はそれぞれ 2 社しか行っていなかった。ま
た、オムニチャネル化を進める上での企業の懸念点として、カニバリゼーション、
返品の増加、実店舗への問い合わせがある場合の顧客対応、商品配送体制の構築、
および顧客データベースの構築と管理が挙げられ、特にオムニチャネル化に消極
的な企業は、実店舗と EC サイト間のカニバリゼーションと EC サイト経由で購
買された商品の返品増加を懸念しているということが示された。 
以上、本章では国内のマルチチャネル小売企業のオムニチャネル化の現状を概
観した。我が国において、OOIP は顧客の間にあまり浸透しておらず、それゆえ
各企業も積極的な展開には至っていない。しかしながら、近年の欧米諸国におけ
るOOIP の展開動向に目を向けると、いずれ我が国においてもOOIP を多くの企
業が利用を推進することが予想される。実際、商品の再配達が社会問題化してお
り、行政も再配達を減少させるために駅に宅配ボックスを設置するという施策を
実施している。こうした状況からも、企業はOOIP に取り組まざるをえなくなる
であろう。今後のOOIP の拡大を考慮すれば、現時点におけるOOIP の可能性を
検討することは重要な研究課題であると言えるであろう。以下では、OOIP に関
する既存研究を概観し、OOIP 利用の先行要因と成果について整理する。 
 
3. OOIP 研究のレビュ  ー
 (1) OOIP サービスの利用促進要因 
マルチチャネル顧客のオンライン注文店頭受け取り、すなわちOOIP 利用の促
進要因を探究する研究がいくつか存在する（Chatterjee, 2010; Richards, 2015; 
Sun & Oh, 2012）。例えば、Chatterjee（2010）は、第 1 にいかなる消費者要因
がOOIP の利用を規定するのか、第 2 にOOIP の提供は小売業者の成果にいかな
る影響を与えるのかを検討している。 
第 1 の研究目的に関して、彼はOOIP 利用の規定因として、買物労力、時間的
圧力、専門性に関する自己肯定感、および価格意識を識別した。これらの要因は、
購買前の顧客の情報探索や注文・支払い・受け取りという購買プロセスにおける
チャネル選択に影響を与えると議論されてきた(1)。 
ここで、買物労力とは、買物に伴う物理的および金銭的労力のことで、実店舗
への移動、店舗内での商品の探索、あるいは支払いの待機に要する時間や商品の
配送に要する費用が挙げられる。また時間的圧力とは、顧客が購買した商品を受
け取るまでに待機可能な時間の長さである。専門性に関する自己肯定感とは、自
身の技能によって選択肢の中から最良の商品を選択できる自信があるという顧客
の知覚(2)である。最後に価格意識とは、商品やサービスを安価に取得することを
求める顧客の特性(3)である。こうした要因を識別した上で、彼は、顧客の OOIP
利用意図に対して、買物労力と時間的圧力は負の影響を、専門性に関する自己肯
定感および価格意識は正の影響を与えるという仮説を導出している。 
第 2 の研究目的に関して、OOIP の提供によって影響を受ける小売企業の成果
として、購買量、購買の延期、再購買意図に着目している。これらは、小売企業
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が統合的なチャネルを活用し、注文・支払い・受け取りの段階を切り離した場合
に、購買プロセスの各段階で異なるチャネルを選択する顧客の行動を測定すると
考えられる成果変数である。彼は、OOIP を提供する小売企業のほうが、オンラ
イン店舗と実店舗を独立に有する小売企業より、顧客の購買量は少なく、購買の
延期が起きやすく、そして再購買意図は高いという仮説を導出している。 
これらの仮説を検証するためにオンライン店舗と実店舗の両方を有する書店の
2 店舗、すなわちOOIP 提供型店舗とOOIP 非提供型店舗を対象として、質問紙
調査を実施した。収集した消費者データを用いた分析の結果、消費者のOOIP 利
用意図に対して、買物労力と専門性に関する自己肯定感は有意な影響を与えず、
時間的圧力は負の影響を、価格意識は正の影響を与えていた。すなわち、商品を
購買してから受け取るまでに時間的余裕がある顧客や価格意識の高い顧客は、注
文時にはオンライン店舗を、受け取り時には実店舗を利用しようとするというこ
とが示唆された。このことから、時間的圧力や価格意識という購買時点に特定的
な制約や目標は、OOIP の利用に対する顧客のニーズを促進すると結論づけられ
た。また、商品の受け取りに要する労力は、OOIP の利用を必ずしも妨げるわけ
ではないという結果は注目に値するだろう。 
また彼は、これに加えて購買データを用いてOOIP の成果について検証してい
る。分析の結果、OOIP を提供する小売企業のほうが、オンライン店舗と実店舗
を独立に有する小売企業より、消費者の購買量は多く、購買の延期が起きやすく、
そして再購買意図は高いということが示された。すなわち、オンラインで商品を
注文し、店頭で受け取る顧客は、実店舗において非計画購買を行いやすい一方、
注文した商品の購買を中止する傾向が高いということが示唆された。また、OOIP
を利用した顧客は、次回の購買においても、同じ小売企業で買物しようとすると
いうことが示唆された。これらの結果から、OOIP を提供する小売企業のほうが、
オンラインあるいは実店舗の単一のチャネルに注文と受け取りを限定するマルチ
チャネル小売企業よりも顧客を獲得、維持できると結論づけられた。 
続いて、Sun and Oh（2012）は、行動原理理論（Behavioral Reasoning Theory）
（Westaby, 2005）に依拠して、顧客の OOIP 利用意図の規定要因を探究した。
彼らが構築した概念モデルは図表 1 に示されるとおりである。具体的には、OOIP
利用の賛成理由と反対理由は、顧客のOOIP 利用意図に直接効果を与えるだけで
なく、OOIP 利用に対する態度を介した間接効果を与える。また、顧客の OOIP
利用意図は、集団の情報的影響と規範的影響にも規定される。この概念モデルに
は、コントロール変数として自己効力感が組み込まれた。 
ここで、OOIP 利用の賛成／反対理由とは、OOIP 利用に対する顧客の肯定的
／否定的な信念である。具体的に、OOIP 利用の賛成理由は、OOIP サービスが
利便性と柔軟性をもたらすと顧客が信じていることである一方、OOIP 利用の反
対理由は、OOIP の有用性や利用価値は低く、OOIP 利用に関する弊害は多いと
顧客が知覚していることである。OOIP 利用に対する態度とは、OOIP 利用行動
に対する顧客の好意的あるいは非好意的な評価である。集団の情報的影響と規範
的影響とは、OOIP 利用に対する社会的影響に関係した概念であり、前者はオン
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ライン・フォーラム訪問やインターネット検索によって収集される他者の評価を
情報源とする影響で、後者は友人や家族といった身近な人々の意見を情報源とす
る影響である。コントロール変数として考慮されている自己効力感とは、商品の
検索から購買を経て受け取りに至るまでのプロセスにおいてチャネルを使いこな
すことができるという自身に対する確信である。 
 
図表 1 Sun & Oh（2012）の概念モデル 
ただし、実線は統計的に有意であることを、点線は非有意であることを意味する。 
（出所）Sun & Oh (2012), p.127 
 
彼らは、中国の大学生を対象に質問紙調査を実施し、収集した消費者データを
用いて実証分析を行った。分析の結果、OOIP 利用の賛成理由は、顧客の OOIP
利用意図に直接的な影響を与えていないものの、OOIP 利用に対する態度を介し
て間接的に正の影響を与えていた。他方、OOIP 利用の反対理由は、OOIP 利用
意図に対して、間接的には影響を及ぼしてはいないものの、直接的に負の影響を
与えていた。また、集団の情報的影響と規範的影響は、OOIP 利用意図に正の影
響を与えていた。 
これらの結果から得られる重要な示唆は、顧客のOOIP 利用に対する態度形成
に際して、OOIP 利用を支持する理由のほうがそれを反対する理由より重要な規
定要因となりうる一方、OOIP 利用を反対する理由のほうがそれを支持する理由
より重要であると顧客が見なせば、OOIP 利用意図は形成されなくなるというこ
とである。 
店頭受け取りと自宅配送という商品配送時におけるチャネル選択の規定要因を
探究したのが Richards（2015）である。彼は、配送チャネルの選択に影響を与え
る要因として、製品カテゴリ、商品価格、性別、収入、年齢、および住宅立地に
着目した。米国のAmazon.com の利用者に対して、電化製品とアパレル商品を対
象とする質問紙調査を実施し、収集した消費者データを用いて実証分析を行った。
OOIP 利用に 
対する態度 
OOIP 
利用意図 
コントロール変数
マルチチャネル 
自己効力感 
集団の 
情報的影響 
OOIP 利用の
賛成理由 
OOIP 利用の
反対理由 集団の 
規範的影響 
(－) 
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分析の結果、配送チャネルの選択に有意な影響を与えていたのは、商品価格のみ
であった。すなわち、約 75 ドルの中価格商品や約 250 ドルの高価格商品に関し
て、顧客の配送チャネルの選択傾向に大きな違いは認められなかった一方、約 20
ドルの低価格商品に関して、顧客は自宅配送より店頭受け取りを選択する傾向が
高いということが示された。また、電化製品とアパレル商品の間で、顧客の配送
チャネルの選択傾向に違いは認められなかったものの、どちらの商品に関しても、
顧客は自宅配送よりも店頭受け取りを選択する傾向が高かった。さらに追加調査
の結果、配送料が 10 ドルである場合、通常自宅配送を選択する顧客の大半が店
頭受け取りに配送チャネルを変更した。すなわち、顧客の店頭受け取り選択に影
響を与える要因は、配送料の高さであるということが示唆された。この結果から、
商品価格が安いことと配送料が一定額以上であることによって、顧客のOOIP の
利用は促進されると結論づけられた。 
 
 (2) OOIP に対する期待の形成 
Ma, Su, and Oh（2014）は、マルチチャネル顧客の制御欲求(4)がOOIP の利便
性水準に対する期待にいかなる影響を与えるのかを検討した。そもそも、サービ
スに対する期待とは、製品やサービスの全体的なパフォーマンスに関する事前の
信念のことであり、予想されるパフォーマンス(5)として操作化される概念である。
これに基づき、Ma et al.が議論の対象としているOOIP の利便性水準に対する期
待は、OOIP サービスがどの程度の利便性をもたらすのかということに対する顧
客の予想を意味する。OOIP の利便性は、意思決定の利便性、アクセスの利便性、
取引の利便性、および便益後の利便性に分けて考慮された。意思決定の利便性と
は、商品を入手するための特定のサービスのように、固有のパフォーマンスを得
る方法を決定するのに顧客が費やす時間と労力を意味する。アクセスの利便性と
は、電話、コンピューター、あるいはその他の方法で、商品の追跡やサービスサ
イトへのアクセスといった配送における新たなサービスを始めるまでに要すると
知覚される時間と労力である。取引の利便性とは、取引を完了するまでに要する
と知覚される時間と労力である。そして、便益後の利便性とは、サービスの失敗
とサービスのプロセスにおけるリカバリーにより、ある企業との繋がりを再開さ
せるのに要すると知覚される時間と労力である。また、Ma et al. (2014) の文脈
における制御欲求とは、顧客が商品の配送方法や受取方法を複数のチャネル選択
肢から選択したり、商品の包装の状況を把握したりできることを意味する。 
彼らは、中国の消費者を対象に質問紙調査を実施し、実証分析を行った。分析
の結果、4 種類の利便性、すなわち意思決定、アクセス、取引および便益後の利
便性水準に対する顧客の期待それぞれに、制御欲求は有意な正の影響を与えてい
た。中でも、便益後の利便性水準に対する期待に最も大きな影響を与えていた。
これらの結果から、マルチチャネル小売企業は、顧客の制御欲求を測定し、異な
る種類の利便性に対する期待に応じてOOIPの戦略を設計する必要があると結論
づけられている。 
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 (3) OOIP の戦略的有効性 
OOIP と小売企業の成果の関係を探究した既存研究として、Lockie（2014）が
挙げられる。彼は、OOIP 戦略が長期的成功を達成するために重要な考慮事項を
識別することを試みた。まず、マルチチャネル顧客の購買行動を駆動する要因に
関する既存研究の知見を整序した上で、図表 2 に示されるような概念モデルを構
築した。 
 
図表 2 マルチチャネル購買行動の駆動要因に関する概念モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）：Lockie（2014），p.143 
 
多数のマルチチャネル購買行動の駆動要因の中でも重要な要因は、時間割引、
付加価値サービスの知覚、チャネル・シナジー、利便性要因（入手可能性、ロケ
ーション、労力の水準、回収サービスの提供、購買スピード）、商品の複雑性、商
品の比較容易性、および触知ニーズであると言及された。続いて、彼はOOIP を
利用した顧客を対象にオンラインで質問紙調査を行った。データ集計の結果、顧
客は店内をブラウジングしているうちに好みの商品を見つけたり、計画購買に関
連する商品を追加購買する必要性を感じたりすることで、実店舗内で衝動購買を
行うことが示された。このことから、OOIP を利用する顧客が小売業者の売上増
加を駆動するということが示唆された。 
さらに、Lockie（2014）はOOIP の設計における重要な原則を 4 つ提言してい
る。第 1 の原則は、「全商品を在庫すること」である。この原則が守られなけれ
ば、例えばある商品の店頭在庫が切れた場合、システムは倉庫からその店舗まで
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当該商品を配送するリードタイムを表示することができなくなってしまうのであ
る。第 2 の原則は、「顧客に与える選択肢の幅を最大に広げること」である。具体
的には、ある商品の収集のために全ての店舗の在庫やリードタイムを示したり、
店頭受け取りだけでなく自宅配送という選択肢も示すことが重要である。第 3 の
原則は、「店頭在庫を可能な限り保存すること」である。例えば、顧客からの注文
内容に店頭に在庫のある商品と倉庫に在庫のある商品の両方が含まれている場合、
即座に一部の商品を入手するか、あるいは全ての商品をまとめて入手するかを顧
客に選ばせることが重要である。全ての商品をまとめて入手することを選択した
場合には、店頭在庫を不必要に持ち出すことを回避するべきであるという。第 4
の原則は、「顧客との接触時点に集中すること」である。例えばバイクを入手しよ
うとしている顧客に接触するシステムを再設計して、顧客満足を高めるためのよ
り個人的な経験をさせることが重要である。また、携帯電話でも見やすい e メー
ルのデザインにしたり、商品注文後に発送の準備が完了した際の SNS での通知
を実行したりする必要もあるという。 
 
4. OOIP の成功要因と成果 
本章では、OOIP を中心的に扱う研究ではなく、その関連領域の研究に着目し、
OOIP の成功要因およびそれがもたらす成果について整理する。 
 
 (1) OOIP の成功要因 
OOIP サービス顧客との関連において捉えると、次の 2 つの要素を有している
必要がある。 
第 1 に、顧客がそれを活用するために必要となる情報技術を受け入れるという
ことである。OOIP では通常、オンライン店舗での注文操作に加えて、実店舗で
商品を受け取るためにスマートフォンや店頭に設置されている情報端末を操作す
ることが要求される。そのため、そうした操作に伴う困難や煩わしさをある程度
受け入れることができなければ、たとえOOIPの利便性を知覚していたとしても、
実際の利用には至らないであろう。 
第 2 に、顧客がオンライン店舗および実店舗という 2 つのチャネルを実際に訪
問するということである。一般に、特定のチャネルに固執せず、複数の異なるチ
ャネルを利用する顧客のことをマルチチャネル顧客と呼ぶが、OOIP をもっとも
積極的に利用する可能性が高いのがこうした顧客である。大瀬良（2013）で示さ
れているように、購買に利用するチャネルの数について多くの顧客はひとつ（た
とえば、実店舗のみ、オンライン店舗のみ）であり、かつ固定的である。ひとつ
の購買に対して複数のチャネルを利用するためには、それに伴う費用を上回るベ
ネフィットが知覚されなければならない。OOIP はしたがって、顧客のチャネル
選択、とくに複数のチャネルを利用することに関する意思決定と深く関連してい
る。その意味で顧客の複数チャネルの利用を促進・阻害する要因を探ることもま
た重要であろう。 
これらはOOIP の利用を可能にするために必要な要素であり、その程度によっ
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て企業のパフォーマンスも変わってくる。以下では、顧客の複数チャネル利用に
関する研究に着目し、OOIP の成功要因について整理する。 
OOIP に関わる情報技術の受容に関して、オンライン店舗を利用する顧客の技
術受容について検証したKeen, Wetzels, De Ruyter, and Feinberg（2004）が参
考になる。彼らは、計画的行動理論（Ajzen, 1991）および技術受容モデル（Davis, 
1986, 1993）を適用しつつ、顧客がオンライン店舗を利用する要因として、主観
的規範、態度、行動統制感、および使用容易性を挙げている。 
主観的規範とは、特定の行動をとることに対して個人が知覚する社会的圧力の
ことである（Keen et al., 2004）。OOIP についていえば、そうしたサービスを利
用することが社会的に当然とされるように感じられるということである。態度は
特定の行動をとることによって望ましい結果が得られるかどうかに関する個人の
評価によって決定されるものである。また行動統制感とは、特定の行動をとるこ
とに関する容易さあるいは困難さの評価である（Ajzen, 1991）。使用容易性とは、
技術を利用することに対してどの程度努力が要求されるのかということに関する
個人の知覚である（Davis, 1986, 1993）。 
Keen et al.（2004）では、顧客によるオンライン店舗の利用にとどまっている
が、OOIP の利用に際しては情報技術に関するより多くの意思決定が求められる
ことを考慮すれば、上記の要因はオンライン店舗での購買以上にOOIP において
より重要となるであろう。 
ひとつの購買を完了するために複数のチャネルを訪問するということについて
は、顧客の複数チャネル利用の要因を探る研究が参考になるであろう。 
Dholakia, Zhao, and Dholakia（2005）やPascual Marimón, Mollá Descals, 
and Frasquet（2015）では、過去のチャネル利用経験が顧客の複数チャネル利用
に対して正の影響を及ぼすことを明らかにしている。また、Pascual Marimón et 
al.（2015）や Schröder and Zaharia（2008）では、顧客の利便性を求める傾向
が複数チャネル利用を促進することを明らかにしている。さらに、大瀬良（2014）
および Venkatesan, Kumar, and Ravishanker（2007）は、購買カテゴリ数と複
数チャネル利用とに相関があることを見出している。 
 また、チャネルの利用動機に着目したKwon and Jain（2009）は、経験価値や
衝動購買に関連する快楽的動機と商品に関する情報収集ができるという意味での
実利的動機が複数チャネル利用と関連があることを明らかにしている。 
OOIP の促進を図るためには、まずこうした傾向をもつ顧客をターゲットにし
てその普及を目指す、あるいは、それぞれの要因を刺激するようなプロモーショ
ンを展開するといったことが有効であろう。 
 
 (2) OOIP の成果 
OOIP を可能にするためには少なくとも各チャネルにおいて購買と配送に関す
る情報が共有されている必要がある。また、実店舗で働くスタッフがOOIP につ
いて理解し、顧客の購買情報を適切に処理することが求められる。異なるチャネ
ルが相互に影響し合う程度のことをチャネル統合というが（Herhausen, Binder, 
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Schoegel, & Herrmann, 2015）、OOIP はチャネル統合の具体的展開として理解
することができる。チャネル統合研究では、その成果について多くの知見が得ら
れている。そこで以下では、OOIP を含むチャネル統合が顧客の購買行動に及ぼ
す影響についてまとめる。 
Herhausen et al.（2015）は、オムニチャネル戦略の展開によって競争優位を
獲得するためには、チャネル統合が必要不可欠であることを主張しつつ、チャネ
ル統合が顧客の企業評価および購買行動に及ぼす影響について検証を行っている。 
彼らは実験素材としてチャネル統合の程度が高い Web サイトとそれが低い
Web サイトを制作し、チャネル統合に対する顧客の知覚がサービス品質の評価や
知覚リスクの評価および検索意向や購買意向といった購買行動に及ぼす影響を探
っている。なお、チャネル統合の程度は、Web サイトが実店舗の在庫を検索する
機能や実店舗に在庫があった場合に購買予約ができる機能を備えているか否か、
また、オンライン店舗で購買した商品を実店舗に返品することができることが明
示されているか否かによって捉えられている。 
分析の結果、チャネル統合に対する顧客の知覚は、知覚サービス品質を改善し、
知覚リスクを低減させることを明らかにしている。さらに、そうした評価が当該
企業および当該チャネルを通じた検索や購買の可能性を高めることを明らかにし
ている。 
Bendoly, Blocher, Bretthauer, Krishnan, and Venkataramanan（2005）は、
商品の入手可能性に関するリスクを低減させることが顧客維持を図る上で重要で
あるという認識のもと、チャネル統合の知覚がそうしたリスク知覚に及ぼす影響
について検証を行っている。たとえば、チャネル統合が十分でないと知覚してい
る状況において、特定のチャネルを選択した後に望んだ商品が購買できないと判
断した場合に、顧客は競争相手のチャネルに移行してしまう可能性が高まる。こ
れとは逆にチャネル統合が十分になされている場合には、こうした入手可能性に
関する失敗の影響は低下すると考えられる。 
彼らは以下のような活動を展開している場合にチャネル統合が実現されている
としており、OOIP もその中に含まれている。OOIP 以外の活動としては以下が
識別されている。すなわち、異なるチャネルで相互に広告を展開している、実店
舗の従業員が Web サイトの利用について十分な知識を有している、e メールや
Web サイトを通じて顧客が実店舗の商品以外の情報を受け取ることができる、実
店舗に情報端末が設置されている、Web サイトを通じて特定の実店舗で提供され
ている商品のリストが提供されている、Web サイトで購買された商品の返品を実
店舗において受け付けることが可能であるといった活動である。 
そして、これらを測定項目としつつ、チャネル統合の程度がチャネル選択にお
けるリスク知覚に及ぼす影響について検証を行っている。分析の結果、顧客がチ
ャネル統合の程度が高いと知覚するほど、特定のチャネルにおいて商品が入手で
きない場合の負の影響は小さくなること、また特定企業内のいずれのチャネルで
も商品が入手できない場合に競争相手へと顧客が移行してしまう可能性が減少す
ることを見出している。 
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Oh, Teo, and Sambamurthy（2012）は、情報技術を活用するチャネル統合が
企業のパフォーマンスに及ぼす効果について検証している。彼らは、リソース・
ベースド・ビュー（Resource-Based View）や組織学習論（Organizational 
Learning Theory）に依拠しつつ、OOIP を含めたチャネル統合を企業の能力と
捉え、その能力がどのようなベネフィットをもたらすのかということについて仮
説を導出している。複数のチャネルを保有する小売企業を対象にアンケート調査
を実施し、得られたデータを分析した結果、第一段階のベネフットとして、企業
のチャネル統合能力は、オペレーションの効率性を高めるための活用能力
（exploitative competence）および新しいサービスを生み出す探索能力
（explorative competence）を高めることを明らかにしている。また、これら 2 つ
の能力が企業のパフォーマンスに正の影響を及ぼすことを見出している。 
 
5. おわりに 
本研究では、オンライン注文店頭受け取り（OOIP）に着目し、既存研究を概観
しながら、その先行要因と成果について述べてきた。最後にここまでの知見をま
とめておく。 
まず、OOIP 研究において識別されたOOIP 利用の促進要因は、時間的圧力と
価格意識（Chatterjee, 2010）、OOIP 利用の賛成理由、OOIP 利用に対する態度、
集団の情報的影響、および集団の規範的影響（Sun & Oh, 2012）、商品価格の安
さと配送料の高さ（Richards, 2015）である。一方、OOIP 利用の阻害要因とし
て識別されたのは、OOIP 利用の反対理由（Sun & Oh, 2012）である。また、興
味深い知見として、商品の受け取りに要する労力はOOIP の利用を必ずしも妨げ
るわけではないということも示された。そして、OOIP 提供による成果として、
OOIP を提供する小売業者では、消費者は衝動購買を行いやすいため、実店舗で
の購買量は多く、再購買意図は高いということが挙げられる（Chatterjee, 2010）。
同様に、OOIP を利用する顧客は商品の受け取りに訪れた実店舗で衝動購買を行
う傾向があることから、OOIP を提供する小売業者の売上は高いということも示
された（Lockie, 2014）。 
次に、オムニチャネル研究において識別されたOOIP の成功要因は、主観的規
範、態度、行動統制感、および使用容易性（Keen et al., 2004）、過去のチャネル
利用経験（Dholakia et al., 2005; Pascual Marimón et al., 2015）、顧客の利便性
を求める傾向（Pascual Marimón et al., 2015; Schröder & Zaharia, 2008）、経験
価値や衝動購買に関連する快楽的動機と商品に関する情報収集に関する実利的動
機（Kwon & Jain, 2009）がある。さらに、オムニチャネル研究において示され
たOOIP による成果として、チャネル統合の程度に対する顧客の知覚は、知覚サ
ービス品質を向上し、知覚リスクを低減させ、それゆえ、当該企業や当該チャネ
ルでの情報検索や購買可能性を高めることが挙げられる。さらに、チャネル統合
の程度が高いという顧客の知覚は、特定のチャネルにおいて商品が入手できない
場合の負の影響を減じること、また特定企業内のどのチャネルでも商品が入手で
きない場合の競合企業への顧客の流出を抑制することも示された（Bendoly et al., 
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2005）。他にも、企業のチャネル統合能力は、オペレーションの効率性を高めるた
めの活用能力と新しいサービスを生み出す探索能力の向上を介して、企業成果を
向上させるということも示された（Oh et al., 2012）。 
最後に、OOIP を展開する上での課題を、3 つ指摘する。第 1 に、オンライン
店舗と実店舗の間の顧客データの統合である。多くの企業はデータの統合が実現
できていないままであるが、それには多くの投資コストを要するため、費用対効
果に関して疑問を抱く経営陣を説得する必要があるだろう。第 2 に在庫管理およ
び配送体制の構築である。オンライン店舗で購買があった場合に、商品をどこか
ら配送するのかということについては企業によって対応が異なっている。この点
については、企業の規模や商品特性を踏まえながらその効率性について検証すべ
きであろう。第3に、実店舗の従業員のOOIPに対する理解を深めることである。
OOIP を実現するためには従業員による情報端末の理解が欠かせない。この点に
ついては十分な教育が求められるであろう。 
 
【注】 
 (1) OOIP 利用の規定因である「買物労力」と「時間的圧力」は、Chatterjee（2010）が独
自に考慮した要因である一方、「専門性に関する自己肯定感」と「価格意識」は、
Balasubramanium, Raghunathan, and Mahajan（2005）によって、顧客の事前の情報探
索とチャネル選択に有意な影響を与えることが示された要因である。 
 (2) 消費者の自信が購買意思決定および方略に与える影響に関して、詳しくはBrucks（1985）
p. 2 を参照のこと。 
 (3) 価格意識の高い消費者の行動に関して、例えばLichtenstein, Netemeyer, and Burton
（1995）を参照のこと。 
 (4) 制御欲求は人間の根本的な心理特性であり、制御欲求の強い個人は自分で選択を行い、
選択性と制御可能性を好む傾向がある一方（Burger & Cooper, 1979）、制御欲求の弱い個
人は複数の選択肢から選択するより単一の選択肢を好む傾向がある（Burger & Cooper, 
1979; Gebhardt & Brosschot, 2002）。 
 (5) 例えばWestbrook and Reilly（1983）を参照のこと。 
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